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全国健康保険協会東京支部加入者のジェネリック医薬品使用割合は 77.6％ 

～国が掲げた目標 80％（令和 2 年 9 月）達成のカギは東京支部～ 

 

平成 29 年 6 月の閣議決定において、令和２年９月までにジェネリック医薬品使用割合

80％を達成させることが目標として定められています。 

全国健康保険協会（協会けんぽ）東京支部加入者のジェネリック医薬品の使用割合は.、

令和 2 年 1 月診療分において 77.6％と、協会けんぽの全国平均 78.6%を下回っておりま

す［図１,図２参照］。また、協会けんぽ全体で使用割合 80％に未到達であることから、更

なる取組みの強化が必要な状況であり、特に約 550 万人（協会けんぽ全体の約 13.6%）が

加入する東京支部加入者の使用割合向上が目標達成のカギとなります。 

 

東京支部のジェネリック医薬品使用状況及び課題 

 東京支部加入者のレセプトデータの分析から、使用割合が低迷している要因は次の４点

が考えられます。 

1．20 歳未満及び 40 歳以上の年齢層で使用割合が協会けんぽ全国平均より低い 

東京支部加入者のジェネリック医薬品の使用状況を年齢層別でみますと、20 歳未満及び

40 歳以上の年齢層で協会けんぽ全国平均を下回っています。特に、10－14 歳では▲3.4 ポ

イントと差が最も大きくなっています。また、薬剤数量における使用割合の 5 割以上を占

める 50 歳以上の年齢層で、協会けんぽ全国平均より▲1.0～2.4 ポイントの差となってお

り、東京支部の使用状況に大きな影響を与えています［図 3 参照］。 

2．薬剤数量の多い薬効で使用割合が協会けんぽ全国平均より低い 

次に薬効分類別でみますと、循環器官用薬、消化器官用薬など、薬剤数量に占める構成割

合の大きい薬効が協会けんぽ全国平均を下回っています。また、中枢神経系用薬は協会けん
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ぽ全国平均を上回っていますが、使用割合自体が低く、東京支部の使用状況に大きな影響を

与えています。［図 4 参照］。 

3．薬剤数量の多い医科外来及び調剤での使用割合が低い 

続いて診療種別でみますと、最も高いのは医科入院で 85.1％、最も低いのは歯科で

42.7％となっています。薬剤数量における構成割合でみますと、8 割以上を占める調剤の

使用割合が▲1.8 ポイント、次に構成割合の大きい医科外来が▲3.0 ポイントの差となって

おり、東京支部の使用状況に大きな影響を与えています。［図 5 参照］。 

4．都心部の使用割合が低い 

最後に地域別でみますと、都心部ほど使用割合が低い傾向にあります。区市町村別にみま

すと、奥多摩町の使用割合が最も高く 89.4％、最も低いのは新宿区で 62.4％となっていま

す（令和元年 10 月診療分）［図 6 参照］。 

 

ジェネリック医薬品使用割合向上に向けた協会けんぽの取組み 

東京支部では使用割合 80％の目標達成に向け、加入者、医療従事者及び都内関係者に対

して、次の取組みを実施いたします。 

１．ジェネリック医薬品に変更した場合のお薬代の軽減可能額のお知らせを送付 

協会けんぽでは、先発医薬品をジェネリック医薬品に切り替えた場合のお薬代軽減可能

額を、加入者ご本人に対してお知らせをしています［図 7,図 8 参照］。 

令和 2 年 2 月からお知らせの対象年齢を引き下げ、15 歳以上の加入者に拡大いたしま

した。これは、15 歳の年度末に乳幼児等医療費助成が終了する区市町村も多く、ジェネリ

ック医薬品の切替えに繋がりやすいと考え、対象年齢を拡大しました。 

今年度もお知らせをする予定です。 

2．保険薬局及び医療機関にジェネリック医薬品使用状況に関する情報提供を実施 

東京支部加入者のレセプトデータの分析から、保険薬局ごとに「ジェネリック医薬品の

調剤割合」、「薬効分類別調剤割合」、「保険薬局におけるジェネリック医薬品向上に寄与す

る上位１０医薬品」などを掲載した、自局の調剤状況が確認できるお知らせを作成しお送

りしています。令和 2 年 3 月には都内の全保険薬局にお知らせをお送りいたしました。 

今後は、医療機関にも同様のお知らせをお送りするとともに、コロナウイルスへの対応

状況に配慮のうえ、必要に応じて訪問による説明を行ってまいります［図 9 参照］。 
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３．ジェネリック医薬品処方実績リストのホームページへの掲載 

東京支部の加入者のレセプトデータをもとに、医療機関及び保険薬局でジェネリック医

薬品の採用を検討する際の参考となるよう、医薬品の処方実績をまとめた「ジェネリック医

薬品処方実績リスト」を作成し、ホームページに掲載しています。 

今後も定期的にリストの掲載内容を更新してまいります［図 10 参照］。 

４．都内関係者と連携した取組みの強化 

都内の医療関係者、区市町村、医療保険者、都民代表及び学識経験者で構成される「東京

都後発医薬品安心使用促進協議会」など、都内関係者が集まる会議において、データ分析か

ら判明した課題の共有、取組み事例の紹介などを行い、東京支部だけではなく、関係機関も

含めた「All Tokyo」でのジェネリック医薬品使用促進の取組みを推進してまいります。 

 

 

≪全国健康保険協会（協会けんぽ）について≫ 

・協会けんぽは、約 232 万事業所、約 4,045 万人の加入者からなる日本最大の医療保険者です。 

・47 都道府県にある支部のうち、東京支部は都内約 38 万事業所（協会けんぽ全体の約 16.4％）、約

550 万人（協会けんぽ全体の約 13.6%）の加入者からなる最大の支部です（令和 2 年 2 月時点）。 

・主に、中小企業で働く従業員とそのご家族が加入されています。 
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［図１：都道府県支部別のジェネリック医薬品使用割合（令和 2 年 1 月診療分）］ 

 
※1.  協会けんぽ（一般分）の医科、DPC、歯科、調剤の電子レセプトについて集計したもの（算定ベース）。 

※2.「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量。 

※3.「使用割合」は、[後発医薬品の数量]÷([後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量])で算出。 

医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」による。 

 

［図２：東京支部におけるジェネリック医薬品使用割合の推移］ 
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［図 3：年齢階級別のジェネリック医薬品使用割合（令和 2 年 1 月診療分）］ 

 

［図 4：薬効分類別のジェネリック医薬品使用割合（令和 2 年 1 月診療分）］ 
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［図 5：診療種別のジェネリック医薬品使用割合（令和 2 年 1 月診療分）］ 

 

 

［図 6：東京都内区市町村別のジェネリック医薬品使用割合（令和元年 10 月診療分）］ 

 

※1：区市町村別の使用割合の集計は、都内医療機関及び薬局の所在地に基づく。 

※2：協会けんぽ東京支部の医科、DPC 及び調剤レセプトを対象とする。 

  

最高：奥多摩町 89.4％ 

最低：新宿区 62.4％ 
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［図 7：ジェネリック医薬品軽減額通知（令和 2 年 2 月通知分）］ 

 

 

  



 

               Press Release 

- 8 - 

［図８：ジェネリック医薬品軽減額通知実績一覧］ 
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［図９：ジェネリック医薬品に関するお知らせ（薬局版）］ 
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［図 10：ジェネリック医薬品処方実績リスト］ 

 

 


